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社会動向レポート

定年後再雇用者の「職務・働き方」と 
「賃金」の変化に関する考察
～高齢者が意欲的に働き続けることのできる社会を目指して～

社会政策コンサルティング部
コンサルタント 古川　みどり

　少子高齢化が急速に進む中で、「高齢者が意欲的に働き続けられる社会」の実現が急務となって
いる。本稿では、高齢の雇用者の中でも「定年後再雇用者（1）」に注目して、その定年前後での労
働条件や労働意欲の変化についてアンケート調査結果から考察する。

1．背景

　日本では、急速に少子高齢化と人口減少が進
んでいる。2019年12月１日現在、総人口約
12,615万人に対して65歳以上人口は3,593万人
に上り、高齢化率は実に31.4％である（2）。そし
て、2060年には総人口が約9,284万人まで減少
するのに対して高齢化率は38.1％まで上昇する
と予測されている（3）。これは、日本の総人口の
約2.6人に１人が高齢者という計算である。労働
の担い手の確保という観点では、生産年齢人口
の減少が深刻さを増す中、今後ボリュームを増
していく高齢者は貴重な存在であり、彼らがそ
の職業能力を活かして活躍できる社会の実現が
求められている。
　現状、65歳までの安定した雇用を確保するた
め、高年齢者雇用安定法により、企業には「定
年制の廃止」、「定年の引上げ」、「継続雇用制度
（勤務延長制度あるいは再雇用制度）の導入」の
いずれかの措置（高年齢者雇用確保措置）を講じ
ることが義務付けられている。厚生労働省の最
新の統計では、高年齢者雇用確保措置の実施済
企業は99.8％であり、少なくとも65歳までは希

望すれば働き続けることのできる社会が実現し
つつある。そうした中、今後より重要な課題と
なるのは「高齢者が意欲的に働き続けることの
できる社会」の実現であろう。
　ここで、労働者の「働く意欲」と強い関係を
持つものの１つとして「賃金」を挙げることが
できる。高齢者に関してもこの点は同様であり、
一例として2015年度に実施された調査（4）によれ
ば、60歳以上の雇用者が働く理由は「現在の生
活のため」が最も多く78.5％を占め、次いで多
いのは「老後の生活に備えて」（49.2％）であっ
た。この結果からは、労働者が高齢期を迎えて
も働き続ける理由としては、収入の確保の必要
性という事情が大きく、高齢者の働く意欲にも
「賃金」が影響していることが窺える。他方で、
上述の高年齢者雇用確保措置のうち最も多くの
企業で選択されているものは「再雇用制度」の
導入であることを踏まえると、「高齢者が意欲的
に働き続けることのできる社会」の実現に向け
てまず着目すべきは、定年後再雇用者の賃金設
定であると言える。
　この点に関して、2018年は「長澤運輸事件」
と「九州総菜事件」という重要な２つの最高裁
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判所判決が示された年であった。特に、本調査
に重要な示唆を与えたのは後者の判決であり、
その概要は以下のとおりである。

九州総菜事件
　定年後の再雇用契約を巡り、フルタイム勤務か
らパートタイム勤務への変更と賃金の75％カット
を提示されて退職した元従業員が、会社側に対し
て損害賠償を求めたもの
（最高裁判所判決（2018／４／１）の主旨）
・ 定年後の極端な労働条件の悪化は、高年齢者雇
用安定法の趣旨に反する

・ 再雇用に関しては、定年前後の労働条件の継続
性・連続性が一定程度確保されることが「原
則」である

　「九州総菜事件」判決は、再雇用時の極端な賃
金引き下げを不法行為とした初の司法判断であ
り、企業の人事担当者を中心に社会の注目を集
めた。なぜなら、従来、定年後再雇用者の賃金
は定年時と比較して６～７割程度の水準に低下
することが一般的だとされてきた（5）ためである。
本判決は定年後再雇用者の賃金設定に関して企
業に再考を促す意義を持つと言えるが、他方で、
司法判断において「原則」とされたあり方が実
社会ではどの程度浸透しているかという点で疑
問を残した。また、仮に企業が「定年前後の労
働条件の継続性・連続性が一定程度確保」され
た労働環境の実現に今後努めていく場合には、
すでにそうした環境を提供している企業がどの
ような特徴を持つかを明らかにすることはその
取り組みの一助となるだろう。

2．目的

　「1．背景」に述べた問題意識の下、弊社では
以下に述べる目的に基づきアンケート調査を実
施した。なお、その際の前提として、「九州総菜
事件」判決に言う「定年前後の労働条件の継続
性・連続性が一定程度確保」された労働環境を、
本調査では「①業務の内容、②業務に伴う責任

の程度、③所定労働時間の3つの観点において
定年前後で変化がない環境」（以下、「連続的再
雇用環境」と表現）と定義している。そのうえ
で、本調査の目的は大きく分けて以下の2点と
した。
1．実態の把握
①　 「連続的再雇用環境」はどの程度の企業で実

現しているか
②　 「連続的再雇用環境」においては賃金にも連

続性が見られるか
③　 「連続的再雇用環境」においては労働意欲に

も連続性が見られるか
2． 「連続的再雇用環境」を実現している企業に見
られる特徴の検討

3．調査概要

（1）調査実施概要
　2018年9月から10月にかけてアンケート調査
を実施した。調査対象は、全国に所在する総従
業員数10名以上の企業のうち、従業員規模と業
種により比例配分して抽出した16,000社である。
ただし、業種について「農業、林業」「鉱業、採
石業、砂利採取業」「公務」は調査対象から除外
している。調査票は企業の人事労務担当者宛に
郵送し、回答後に郵便で返送いただいた。

（2）集計の考え方
　調査の結果、有効回答はN=2,393、有効回答
率は15.0％となったが、本レポートでは図表1に
示す5つの条件をすべて満たした企業（N＝
1,042）の回答を集計した結果を報告する。特に、
本レポートにおける報告が総従業員数300人未
満の企業に係る集計結果であることに留意いた
だきたい。また、図表1の「条件②（i）」に関連
して、本調査で定年前後の労働環境の変化を問
う設問は、回答企業各社で「最も多くの定年後
再雇用者に当てはまる職種」に係る状況を回答
するよう求めた（6）。すなわち、各社の定年後再
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雇用者に適用される人事制度等を網羅的に回答
いただいたものではないことに注意していただ
きたい。
　集計対象とした1,042社の概要は図表2のとお
りである。

（3）分析方法
　「九州総菜事件」判決に言う「定年前後の労働
条件の継続性・連続性が一定程度確保」された
労働環境を、本調査では①業務の内容、②業務
に伴う責任の程度、③所定労働時間の3つの観
点に係る変化の有無に基づいて定義している。3

図表1　本稿における集計対象

項目 条件 該当するデータ数 条件設定の趣旨

① 総従業員数 300人未満
N=2,272
（全体の94.9％）

定年前後の労働条件の変化には企
業規模が影響している可能性があ
ることから、大企業（総従業員数
300人以上）のデータが中小企業
（総従業員数300人未満）のデータ
に混在することを避けるため。

②
定年到達者を65歳まで雇
用するために講じている
雇用確保措置

自社で再雇用する
制度

N=1,313
（定年年齢が60～
64歳である企業
の86.2％）

本調査の目的が、同一の企業内に
おける定年前後の労働条件の変化
を検討することにあるため。

②（i）
最も多くの定年
後再雇用者に当
てはまる職種

無回答の場合は集
計対象から除外

N=1,154
（条件②を満たす
データの87.9％）

本調査で定年前後の労働環境の変
化を問う際は、回答企業各社にお
いて「最も多くの定年後再雇用者
に当てはまる職種」に就いている
定年後再雇用者に関して回答する
よう求めたことから、「最も多くの
定年後再雇用者に当てはまる職種」
を回答しなかった企業は集計の対
象外とした。

②（ii）
定年に伴う
「責任の程度」の
変化

変わらない／やや
小さくなる／かな
り小さくなる
（「やや大きくなる」
「かなり大きくな
る」は除外）

N=1,138
（条件②を満たす
データの86.7％）

定年前後の変化の有無を区別する
際、「変化がある（定年前と違う）」
に分類するデータに「責任の程度
が小さくなった」データと「責任
の程度が大きくなった」データが
混在することを避けるため。
※「3（3）分析方法」参照

②（iii）
定年に伴う
「所定労働時間」
の変化

フルタイムのまま
／フルタイムから
パートタイムにな
る
（「パートタイムか
らフルタイムにな
る」「パートタイム
のまま」は除外）

N=1,136
（条件②を満たす
データの86.5％）

定年前にフルタイムで働いていた
場合のみを集計対象とするため。
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つの観点のそれぞれに、「変化がない（定年前と
同じ）」と「変化がある（定年前と違う）」の2通
りの可能性があることから、回答企業は8つの
企業タイプに分類される（図表3）が、このうち
連続的再雇用環境を実現している企業（以下、
「連続的再雇用企業」と表記）に該当するのはタ
イプ Aである。
　アンケート調査の設計としては、①業務の内

容、②業務に伴う責任の程度、③所定労働時間
は順に4件法（「全く変わらない」「ほぼ変わらな
い」「かなり変わる」「完全に変わる」）、5件法
（「かなり小さくなる」「やや小さくなる」「変わ
らない」「やや大きくなる」「かなり大きくな
る」）、4件法（「フルタイムからパートタイムに
なる」「フルタイムのまま」「パートタイムから
フルタイムになる」「パートタイムのまま」）で尋

図表2　集計対象企業の概要
図表３−２−２ 
 
 
 
  

図表3　企業タイプの分類
図表３−３−１ 

定年前との⽐較 企業 
タイプ ①業務の内容 ②業務に伴う責任の程度 ③所定労働時間 

同じ 
同じ 

同じ A  
違う B  

違う 
同じ C  
違う D 

違う 
同じ 

同じ E  
違う F  

違う 
同じ G  
違う H  

 
図表３−３−２４ 

 ①業務の内容 ②業務に伴う責任の程度 ③所定労働時間 
同じ 「全く変わらない」 「変わらない」 「フルタイムのまま」 
違う 「ほぼ変わらない」 

「かなり変わる」 

「完全に変わる」 

「かなり⼩さくなる」 

「やや⼩さくなる」 
「フルタイムからパートタイム
になる」 
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ねたが、「変化がない（定年前と同じ）」と「変化
がある（定年前と違う）」の2つに区別するにあ
たっては、図表4のとおりとした。なお、②業
務に伴う責任の程度について「やや大きくなる」
あるいは「かなり大きくなる」、また③所定労働
時間について「パートタイムからフルタイムに
なる」あるいは「パートタイムのまま」を選択
した企業は集計の対象外とした。

4．調査結果

（1）実態の確認
①　タイプ A企業の分布
　「3（3）分析方法」で述べた企業分類に基づき
回答企業を類型化した結果、連続的再雇用企業
にあたるタイプ Aは15.4％と全体で3番目に多
い企業タイプとなった（図表5）。最も多いのは
タイプ G（業務の「内容」が変わり、業務に伴
う「責任の程度」は小さくなり、「所定労働時
間」はフルタイムのまま変わらない企業タイプ。
42.2％）、二番目に多いのはタイプ E（業務の
「内容」が変わり、業務に伴う「責任の程度」は
変わらず、「所定労働時間」はフルタイムのまま
変わらない企業タイプ。18.8％）である。

② 　 タイプA企業における定年前後の基本給の
変化

　定年前を「100％」とした場合の定年後の「時
間当たり基本給」の水準を数値で尋ねた結果、
回答企業全体の平均が77.0（％）であったのに対
し、タイプ A企業では85.7（％）と、8つの企業

タイプの中で最も高い数値となった（図表6）。
「100（％）」と回答した企業の割合を見ても、タ
イプ Aでは全体の38.1％であり、8つの企業タ
イプの中で該当企業の割合が最も高い。これに
対して、該当企業数の最も多い企業タイプであ
るタイプ Gでは74.0（％）である。

③　 タイプA企業における定年前後の労働意欲
の変化

　定年前と比較した現在の労働意欲の高さを「か
なり低い」「やや低い」「変わらない」「やや高
い」「かなり高い」の5件法で尋ねた結果、タイ
プ A企業では、「変わらない」が70.6％と、8つ
の企業タイプの中で最も高い割合を占めた（図表
7）。さらに、上述の5つの選択肢にそれぞれ－
2、－1、0、1、2（ポイント）を割り振って加重
平均を算出した結果、タイプ Aでは－0.25ポイ
ントと最も低下の幅が小さく、タイプGにおい
て－0.59ポイントと低下の幅が最も大きかった。

図表4　「変化がない（同じ）」と「変化がある（違う）」の区別にあたっての基準

図表３−３−１ 
定年前との⽐較 企業 

タイプ ①業務の内容 ②業務に伴う責任の程度 ③所定労働時間 

同じ 
同じ 

同じ A  
違う B  

違う 
同じ C  
違う D 

違う 
同じ 

同じ E  
違う F  

違う 
同じ G  
違う H  

 
図表３−３−２４ 

 ①業務の内容 ②業務に伴う責任の程度 ③所定労働時間 
同じ 「全く変わらない」 「変わらない」 「フルタイムのまま」 
違う 「ほぼ変わらない」 

「かなり変わる」 

「完全に変わる」 

「かなり⼩さくなる」 

「やや⼩さくなる」 
「フルタイムからパートタイム
になる」 

 
  

図表5　�タイプ A企業の分布図表５４−１−１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表４−１−２６ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

平均変化率(%)

81.5%(N=189)

76.3%(N=24)

74.0%(N=422)
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77.0%(N=987)

85.7%(N=154)

76.3%(N=12)

76.0%(N=61)

69.8%(N=16)

全体

タイプA

タイプB

タイプC

タイプD

タイプE

タイプF

タイプG

タイプH
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（2）労働意欲の変化に影響する項目
　ここで、タイプ Aに係る結果を引き続き述べ
る前に、本調査の結果、労働意欲の変化に影響
していると推察された項目を確認していきたい。
　まず、企業を類型化する際の観点とした「①
業務の内容」「②業務に伴う責任の程度」「③所
定労働時間」のそれぞれに関して見ると（図表
8）、労働意欲の低下幅が小さく抑えられていた
のは、「①業務の内容」については変わる場合
（N=772、－0.49ポイント）よりも変わらない場
合（N=248、－0.35ポイント）であり、同様に

「②業務に伴う責任の程度」についても、変わる
場合（N=632、－0.55ポイント）よりも変わらな
い場合（N=388、－0.29ポイント）に低下幅は小
さかった。他方で、「③所定労働時間」に関して
は変わる場合（N=176、－0.45ポイント）と変わ
らない場合（N=844、－0.46ポイント）の間で労
働意欲の変化にはほぼ差が見られなかった。
　次に、賃金（時間当たり基本給）に関しては、
定年前後の「時間当たり基本給」の減少が大き
いほどに労働意欲の低下幅も大きく、一般に想
定される通りの結果となった（図表9）。

図表6　タイプA企業における定年前後の基本給の変化

図表５４−１−１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表４−１−２６ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

平均変化率(%)

81.5%(N=189)

76.3%(N=24)

74.0%(N=422)

70.0%(N=109)

77.0%(N=987)

85.7%(N=154)

76.3%(N=12)

76.0%(N=61)

69.8%(N=16)

全体

タイプA

タイプB

タイプC

タイプD

タイプE

タイプF

タイプG

タイプH

図表7　タイプA企業における定年後再雇用者の労働意欲の変化
図表４−１−３７ 
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　そのほか、「定年後再雇用者に期待する役割」
「人事評価の仕組み」「賃金の決定方法」につい
ても、全体として、定年前と「変化がない」場
合に労働意欲の低下幅は小さく抑えられている
ことがわかった（図表9）。

（3）タイプ A 企業の特徴
　次に、タイプ A企業の特徴を、該当企業数の
最も多い企業類型であるタイプGと比較して述
べる。

①　企業属性や従業員構成（図表10）
　業種に関して、タイプ Aでは「医療・福祉」
「運輸業、郵便業」が多く、職種では「技術職
（建設・不動産・工場・運輸）」「専門職（医療・
福祉）」が多い。従業員構成に関しては、「最も

正社員の人数が多い世代」として「40代後半以
降（7）」が60.0％を占めたこと、また、正社員の
過不足に関して「どの世代についても不足して
いない」とした回答が1割を超え14.7％となった
ことが特徴的である。

②　人事制度（図表11）
　「役職」や「人事評価の仕組み」、「賃金の決定
方法」等多くの観点において、定年前と同じ仕
組みや方法が適用されている傾向にある。

③定年後再雇用者の期待役割（図表12）
　定年前後の「期待役割」の変化について、「全
く変わらない」はタイプ Gでは2.0％であると
ころタイプ Aでは61.3％と6割を超えた。前述
のとおり、タイプ Aは業務の内容や働き方に関

図表8　企業の分類に用いた3つの観点と「労働意欲」の変化との関係

図表9　労働意欲の変化に影響する項目（すべての図表についてN＝1,020）図表４−２−１８ 労働意欲の変化に影響する項⽬（すべての図表について N=1,020） 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表４−２−１８ 労働意欲の変化に影響する項⽬（すべての図表について N=1,020） 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

定年前との比較
①業務の内容 ②業務に伴う責任の程度 ③所定労働時間

同じ -0.35pt（N=248） -0.29pt（N=388） -0.46pt（N=844）
違う -0.49pt（N=772） -0.55pt（N=632） -0.45pt（N=176）
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図表10　タイプ A企業の特徴（企業属性や従業員構成）

図表11　タイプ A企業の特徴（人事制度）
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して定年前後で変化がないことを基準に抽出さ
れた企業類型だが、この結果からは、企業が定
年後再雇用者に期待する「役割」に関してもタ
イプ Aでは定年前後で変化がない傾向にあるこ
とがわかる。なお、定年後の期待役割の内容に
関しては、「知識、技術、技能の伝承」（21.1％）、
「後輩の育成」（19.3％）、「担当者として成果を
出すこと」（16.6％）の順に多いが、特に「担当
者として成果を出すこと」でタイプ G（9.9％）
を7ポイント近く上回っていることが特徴的で
ある。

④　 定年後再雇用者が企業から受けている評価
（図表13）

　定年後再雇用者を活用するメリットは「蓄積
した知識、技術、技能を伝承できる」（21.6％）、
「後輩の育成ができる」（16.5％）、「担当者とし
て成果を出すことができる」（15.2％）の順に多
く、特に「担当者として成果を出すことができ

る」でタイプ G（11.2％）を4ポイント上回って
いる。人材として企業から受けている評価を見
ると、タイプ Aでは「戦力である」が93.1％と
9割を超えた。

⑤　 定年後再雇用者の活用に対する考え方（図
表14）

　本調査では、定年後再雇用者の賃金設定にあ
たっての考え方を探る設問を4つ設けたが、タ
イプAとタイプGの間で特に大きな違いが見ら
れた項目として次の2点が挙げられる。まず、「若
年期の社員から定年後再雇用者まで一体的な賃
金制度として考えるべきである」という考え方
に対し、「そう思う」と答えた（8）のはタイプ G

では48.2％であったが、タイプ Aにおいては
63.2％と半数を超えた。また、「賃金の原資が限
られている以上、現役社員の賃金を維持するた
めに定年後再雇用者の賃金を下げてもやむを得
ない」という考え方に関しては、「そう思う」と

図表12　タイプ A企業の特徴（定年後再雇用者の期待役割）
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図表13　タイプ A企業の特徴（定年後再雇用者が企業から受けている評価）

図表14　タイプ A企業の特徴（定年後再雇用者の活用に対する考え方）
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答えたのはタイプ Gでは64.1％であるところ、
タイプ Aにおいては48.8％であった。

5．まとめと考察

（1）調査結果の振り返り
　本調査の結果、九州総菜事件において定年後
再雇用の「原則」だとされた「連続的再雇用環
境」を実現する企業（タイプ A）は集計対象全体
の15.4％と1割を超え、「原則」とは呼び難いも
のの一定程度存在することが確認された。タイ
プ Aに係る特徴の中でも特に重要なことは、定
年前後の「基本給」および「労働意欲」の低下
幅がいずれも、8つの企業タイプの中で最も小
さかったことである。
　これに対して、最も該当企業数が多かったの
はタイプ G（①業務の内容が変わり、②業務に
伴う責任の程度は小さくなるが、③所定労働時
間は「フルタイム」のまま変わらない企業タイ
プ）であり、この企業タイプでは定年前後の労働
意欲の低下幅が8つの企業タイプの中で最も大
きいことが確認された。
　タイプ Aの特徴としては、業種について「医
療・福祉」「運輸業、郵便業」に該当する企業が
多かった一方で、人材確保に向けた考えとして
「すでに十分確保している」と回答した企業が比
較的多かったことも指摘できる。「医療・福祉」
「運輸業、郵便業」は、昨今の人手不足の情勢の
中でも特に状況が深刻だとされている業種であ
る（9）。それにもかかわらず人材を十分に確保し
ている企業が比較的多かったこと、さらに、最
も正社員の人数が多い年代を「40代後半以上」
とした企業が6割を占めたことを考え合わせる
と、タイプ A企業では、中高年齢層の人材を戦
力として活用することで人手不足を回避してい
る可能性が示唆される。
　また、処遇や人事制度に係るタイプ Aの特徴
としては、賃金（基本給、賞与・寸志等、手当）

や役職、人事評価の仕組みや期待役割といった
多くの点で、定年前との連続性が維持されてい
ることがわかった。特に、「基本給」「人事評価
の仕組み」「期待役割」に定年前後で連続性があ
ることは、定年前後で労働意欲の低下幅が小さ
い企業の特徴に一致する。これらの結果からは、
タイプ A企業は、定年後再雇用者に対して定年
前とほぼ共通の「業務」や「働き方」を提供す
るとともに、定年前とほぼ共通の「処遇・人事
制度」によって遇することでその労働意欲の維
持につなげていることが推測される。事実、タ
イプ A企業は、定年後再雇用者が企業の期待に
応えて「担当者として成果を出すことができる」
点にメリットを見出し「戦力」として高く評価
しており、定年後再雇用者の労働意欲の高さは
彼ら彼女らのパフォーマンスの高さにつながっ
ていると考えられる。
　今後労働力がますます高齢化していく中では
「高齢社員の雇用をいかに維持するか」という点
だけでなく「高齢社員のパフォーマンスの最大
化を図るためにはどうすべきか」を考えること
が一層重要になるだろう。この点を考えるとき、
「業務・働き方」と「処遇・人事制度」の双方に
定年の前後で連続性を維持し、それを通じて定
年後再雇用者の「労働意欲」と「パフォーマン
ス水準」の維持につなげていると見られるタイ
プ Aの戦略は、1つの選択肢を示していると言
える。本調査の結果、タイプ Aの戦略をとる企
業にはその背景となる発想として、若年期から
定年後まで長期的に人材を活用していくことを
前提に賃金を設計していることが窺われた。急
速な少子高齢化と人口減少の中で人材をより長
期的に活用していくことの必要性と有用性が啓
発され、高齢者活用のノウハウ普及や人事制度
見直しへの支援が行われれば、タイプ Aの戦略
をとる企業が増えることが期待できるだろう。
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（2）残された課題
　仮に、連続的再雇用環境を提供することで高
齢社員のパフォーマンスの維持・向上を図るこ
とが可能になるとしても、その実現にあたって
は次の2点が大きな課題となる。
　第一には、人件費総額が限られている中で定
年前後における賃金の水準維持をどのようにし
て実現するかという点がある。企業が安定的に
経営を続けていくためには若年層の確保・育成
にも費用を投じなければならず、若年期から高
齢期まで長期的な視野に立った賃金設計や人材
育成の戦略が必要である。また、社会的な観点
に立てば、人材を長期的に活用することが結果
的に若年層の新たな雇用機会を奪う可能性も否
定できず、タイプ Aに代表される長期的な人材
活用戦略については、その実現の方法とともに
社会的な問題に関しても検討していく必要があ
る。
　第二には、定年前と変わらずに成果を上げる
よう期待されることが定年後再雇用者にとって
過度な負担となっていないかという点である。
タイプ A企業の特徴として、定年前後で定年後
再雇用者に対する期待役割を変えていない、特
に「担当者として成果を上げる」ことを変わら
ずに期待し続けているという点がある。しかし
ながら、加齢とともに身体能力の衰えが避けら
れない中で、現役時代と同様の成果を出し続け
ることは容易ではない。特に、タイプ A企業で
働く定年後再雇用者の職種には「専門職（医療・
福祉）」「技術職（建設・不動産・工場・運輸）」
が多いが、これらの業務は肉体労働を伴ったり
高い集中力を求められたりすることの多いもの
であり、過度な負担は労働災害に直結するおそ
れがある。本調査は企業を対象として実施した
が、上記の点を検討するためには定年後再雇用
者自身に主観的な認識を尋ねる必要があり、今
後さらに調査を進めることで、連続的再雇用環

境下において定年後再雇用者が感じる肉体的・
心理的な負担感の大きさについて検討を深めた
い。

注
（1） 定年年齢に到達していったん退職したあとに、定年

前と同じ企業あるいはその子会社等に再び雇用され
ている方

（2） 総務省統計局「人口推計─令和元年12月報─」
（3） 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人

口（平成29年推計）」
（4） 高齢・障害・求職者雇用支援機構「高齢社員の人事

管理と展望─生涯現役に向けた人事戦略と雇用管
理の研究委員会報告書─」（2015年度）

（5） 労働政策研究・研修機構「高年齢者の雇用に関する
調査（企業調査）」（2016年）

（6） 例えば、最も多くの定年後再雇用者が従事する職種
が「販売・営業」である企業では、販売・営業職に
就く定年後再雇用者のみを念頭に置いてアンケート
に回答している。

（7） 「40代後半」、「50代前半」、「50代後半」、「60代以
上」のいずれかと回答した企業の和

（8） 「そう思う」、「ややそう思う」のいずれかと回答し
た企業の和

（9） 厚生労働省「一般職業紹介状況（一般職業安定業務
統計）」（2019年11月）によると、有効求人倍率は、
全体で1.46であるところ、「医師、歯科医師、獣医
師、薬剤師」「医療技術者」「介護サービスの職業」
は順に4.66、3.27、3.75であり、「自動車運転の職
業」は3.28である。
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